
第２部

３省連携に関連した取組状況の概要説明



③ 文部科学省、経済産業省、総務省の取組を統括するリーダーの配置、AIPセンターと人工知能研究セ
ンター（産総研）の拠点の集約化を含めた実効性のある３省連携方策の具体化。

総合科学技術・イノベーション会議（平成27年12月18日）での主な指摘事項

Ⅱ．事前評価結果で指摘した文科省AIPセンターと経産省AIセンターの拠点の統合についての見通しはど
うか。方向性は堅持されていると考えてよいか。

第116回評価専門調査会（平成28年4月5日）での主な指摘事項

 ４月１２日の総理指示を受け、文部科学省、総務省、経済産業省の取組を統括するた
めの、「人工知能技術戦略会議」を設置し、初回会合を４月１８日にCSTI久間常勤議
員も顧問として参画いただき、開催した。

 新たな拠点を、国内外の研究者を惹きつける最も利便性の高い場所（※６月初旬に入
札を実施する予定）に設置する。３省の研究機関の利便性を考慮した検討を研究連携
会議で進めることにより、マネジメントレベルの機能の集約化を目指している。

 ３省の研究機関の研究機能についても、相互に研究ネットワークの構築を進め、最適な連
携体制の構築を進めている。理化学研究所・産業技術総合研究所については、連携ラボ・
オフィスの設置を含むより深い連携を目指している。
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第5回「未来投資に向けた官民対話」における総理発言

平成２８年４月１２日に開催された第5回「未来投資に向けた官民対話」で、安倍総
理から次の発言あり。

– 人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップを、本年度中に策定します。その
ため、産学官の叡智を集め、縦割りを排した『人工知能技術戦略会議』を創設しま
す。
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総理指示を受けた人工知能研究の体制
総理指示を受け、「人工知能技術戦略会議」を設置。今年度から、本会議が司令塔と
なり、その下で総務省・文部科学省・経済産業省の人工知能（AI）技術の研究開発
の３省連携を図る。

本会議の下に「研究連携会議」と「産業連携会議」を設置し、AI技術の研究開発と成
果の社会実装を加速化する。

研究連携会議（センター長会議）

○研究の総合調整（具体的な研究連携テーマを了解）

出口分野の省庁／企業等

成果の展開

人工知能技術戦略会議
○AI研究開発・イノベ-ション施策の３省連携の司令塔
（議長、顧問（CSTI）、５法人の責任者、学術界、３省の局長、産業界）
（３省で共同事務局）

産業連携会議
○研究開発と産業の連携総合調整（人材育成、標準化・ロード
マップ作成、技術・知財動向分析、規制改革分析等）

情報通信研究機構
（総務省）

CiNetセンター長：柳田 敏雄

理化学研究所
革新知能統合研究センター
（文部科学省）

センター長（内定者）：杉山 将

産業技術総合研究所
人工知能研究センター
（経済産業省）
センター長：辻井 潤一

協力
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タスクフォース
○例えば、ロードマップの策定など、課題ごとにタスクフォースを設置
して具体的に推進
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『人工知能技術戦略会議』の概要と議長及び構成員

 人工知能研究者でもある安西議長（(独)日本学術振興会理事長）と、総合科学技
術・イノベーション会議の久間議員の下、産学のトップを構成員とするAI技術戦略の司
令塔。

内山田 竹志 (日本経済団体連合会未来産業・技術委員会共同委員長)
小野寺 正 (日本経済団体連合会未来産業・技術委員会共同委員長)
五神 真 (国立大学法人東京大学総長)
西尾 章治郎 (国立大学法人大阪大学総長)
坂内 正夫 (国立研究開発法人情報通信研究機構理事長)
松本 紘 (国立研究開発法人理化学研究所理事長)
中鉢 良治 (国立研究開発法人産業技術総合研究所理事長)
濵口 道成 (国立研究開発法人科学技術振興機構理事長)
古川 一夫 (国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構理事長)

◎ 議長
安西 祐一郎（独立行政法人日本学術振興会 理事長）
○ 顧問
久間 和生（内閣府総合科学技術・イノベーション会議常勤議員）
○ 構成員

※上記のほか、総務省、文部科学省、経済産業省より局長級が参加
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産業連携会議の議論
 産業連携会議が発足次第、同会議に対して、産業連携上の課題（例えば、ロードマッ
プ策定、人材育成等）を整理し、その課題解決のための具体的推進方策（タスク
フォースの設置等）を検討（次回６月に進捗状況を踏まえて議論）

 その際に、CSTIや、産業構造審議会、情報通信審議会等における議論、IoT推進コ
ンソーシアムの議論等も踏まえ、課題を整理

○ 産業連携会議の具体的活動イメージ（案）
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産業連携会議

＜検討体制イメージ＞ ＜実行・協力メンバーイメージ＞＜タスク例＞
人工知能研究者（大学）
人工知能研究者（公的機関）
産業界ＡＩ責任者
産業界ＡＩ活用者 等

人材育成関係者 （大学：研究者）
独法等のＩＴ人材 育成部署
高専等高等教育関係者
民間 学習 サービス提供者 等

現在、 2020 、30 年まで のAI
技術の潮流と出口の可視化

AI時代の即戦力育成
（データサイエンティストエンジニア等）

議長、ＡＩユーザ代表、ＡＩベンダ代表、ＶＣ代表等

AI 研究のためのデータ共有
枠組み（政府保有データの
データセット化、収集・提供等）

AI汎用オープンツールの整備

事務局 （ＮＥＤＯ，ＮＩＣＴ，ＪＳＴ等事務貢献立候補機関による合同事務局）

知財関係者（大学：研究者）
地図情報関係者（大学：研究者）
オープンデータ関係者（大学：研究者）
地図 情報 ユーザ
研究オープンデータユーザ 等
アーキテクチャ研究者（公的機関）
ＡＩ・ビッグデータインフラ関係者

（大学：研究者）
独法 等

ロードマップＴＦ

人材育成ＴＦ

データＴＦ

オープンツールＴＦ

大学、国研、企業等の
ＡＩ有識者・関係者 等
から 構成

大学、国研（ NICT 、理研、
AIST ）、 JST 、NEDO 、
産業 団体等で分担実施



文部科学省・経済産業省・総務省の３省で検討を進めている項目

１ マネジメントレベルを含むクロアポの推進や、相互の連携ラボ・オフィス
の設置 等
・３省連携の司令塔の設置
・大学におけるクロアポの現状と課題の整理と解決
・研究マネジメントクラスのクロアポ等による相互乗り入れ
・連携ラボ・オフィスを中心研究場所に相互に設置
・クロアポに関する大学等側の理解増進 等

２ 協力フレームワークの設定や、会議関係の一体運用・相互乗り入れ
・事業合同推進委員会の設置
・シンポジウム・ワークショップの合同開催
・定期的な成果発表会の開催 等
・実施内容、分野、時間軸に基づく具体的な分担の考え方

３ 科学技術上の研究インフラ（計算機資源）、人材育成、萌芽的
な基礎研究 等
・科学技術上の各種データの収集・整理・提供
・人工知能研究者、データサイエンティスト、セキュリティ人材など
の各種人材の養成の体制構築
・大学・産業界（国内外）との人材の流動性の向上
・萌芽的な要素研究の推進 等

４ 海外の人材・技術へのアウトリーチ
・シリコンバレーでの共同研究ラボ・オフィスの設置
・海外研究者の受入設備・制度の充実
・新興国での優秀な若手研究者・エンジニアの招へいプロセス・ス
キームの構築 等

５ 知財戦略・標準化
・育成した人材や研究開発した成果を日本に裨益させるための
国際標準化戦略や知財戦略、海外からの買収防衛等につな
げる
・国際的な発信力と存在感を高める観点からのオープン化
等

６ 事業化支援・市場ニーズ発掘・市場探索
・国内外の動向（研究、産業界）の合同調査機能の設置
等
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Ⅲ．３省で検討を進める事項が体制やマネジメントに偏っている。人工知能研究における我が国の戦略こ
そ、３省で検討を進める事項ではないか。

第116回評価専門調査会（平成28年4月5日）での主な指摘事項

Ⅳ．３省の役割や研究テーマの選定にあたっては、分野別・時間軸別で決めるべきである。また、３省での
データの相互利用も進めるべきである。

 “人工知能研究における我が国の戦略” については、「人工知能技術戦略会議」の下に
「研究連携会議」および「産業連携会議」が設置されており、夏にも戦略（研究重点方針
および研究計画・連携テーマ）を策定することを目指している。

 ３省の研究機関間でも、またJSTにおけるAIPネットワークラボを構成する８つの研究領
域との間でも、データの相互利用を進めていく体制の構築を検討している。

 また、４月１２日の総理指示を受け、厚生労働省・農林水産省・国土交通省とも、連携
を進める体制の構築を進める。

38



研究連携会議の議論

 総務省：脳情報通信／音声認識、多言語音声翻訳／社会知解析／革新的ネット
ワーク

 文科省：基礎研究／革新的な科学技術成果の創出／次世代の萌芽的な基盤技術
の創出／大型計算機資源、人材育成

 経産省：応用研究、実用化・社会への適用／標準的評価手法等の共通基盤技術
の整備／標準化／大規模目的研究

○こうした観点を踏まえ、研究連携会議を通じて、以下を準備（次回６月に議論）
・３省連携での研究重点方針とそれを受けた３機関の研究計画（実施内容・役割分
担（案））の作成（外部との連携を含む）
・国内外の研究動向の把握・分析

○ 各省で重点的に取り組んでいる研究領域（例）
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Ⅴ．事前評価結果等で経産省や総務省との連携の重要性が指摘されている中、評価検討会では、①具
体的な連携の在り方を議論すべきであり、その参考として、②経産省・総務省からも情報提供を受けた方が
いいのではないか。

第116回評価専門調査会（平成28年4月5日）での主な指摘事項

 ４月１２日の総理指示のもと、今までにない画期的な研究開発の司令塔体制である「人
工知能技術戦略会議」が発足した。

 具体的な連携・一体化を進めるために、３省研究機関のセンター長による「研究連携会議」
を、今月２４日に開催している。

 本日は情報提供のため、総務省、経済産業省も出席し、一体となった事業推進の体制が
整っている。
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今後のスケジュール（予定）
 4月25日のシンポジウムを皮切りに、「研究連携会議」と「産業連携会議」を月1回程度
のペースで開催。検討状況を定期的に人工知能技術戦略会議に報告する。また、人
工知能技術戦略会議では、AI技術に関する重要事項等を検討。

４月１８日 第１回人工知能技術戦略会議開催
・検討事項とその推進体制の審議と決定 等

４月２５日 「第1回次世代の人工知能技術に関する合同シンポジウム」 開催

ーーー研究連携会議、産業連携会議を月１回程度のペースで開催予定

６月頃 第２回人工知能技術戦略会議開催
・研究連携会議、産業連携会議での検討状況等の進捗報告
・３省連携での研究重点方針と研究計画、産業連携上の課題（例えば、ロードマップ策定、人材育成等）
の解決のための具体的推進方策（タスクフォースの設置等）に関する工程表の決定 等

９月頃 第３回人工知能技術戦略会議開催
・研究連携会議、産業連携会議での検討状況等の進捗報告
・人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップ原案の決定 等

秋頃 「第２回次世代の人工知能技術に関する合同シンポジウム」開催 （予定）

ーーー以降、人工知能技術戦略会議は、４ヶ月に１回程度開催予定
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